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＜要旨＞

自治体の危機管理については、自然災害・異常災害の頻発・大規模化等の他、テロや感染症などの新たな

危機事案の発生を踏まえて、総合的な危機管理体制が求められている。現在、自然災害については全庁的な危

機管理のために、危機管理幹部や危機管理組織の設置が進められているが、健康危機分野への対応は不明確で

ある。

本稿では、自治体（都道府県、指定都市、中核市、保健所政令市）の健康危機管理体制の現状について、

大規模感染症に着目し、文献調査、アンケート調査及びヒアリング調査を通じて実態を把握するとともに課題

を考察した。

その結果、自治体において危機管理幹部や危機管理専門部局の設置が進み、危機管理体制が整備されつつ

あるが、健康危機管理の分野では事業担当部局である保健衛生部局が第一義的に対応している例が多いことが

確認された。保健衛生部局には、危機発生時において、医療・公衆衛生に関する専門的な知見が求められてい

るため、危機管理部局と密に連携した役割分担が必要になる。今後、健康危機の特性を踏まえた、健康危機管

理体制を検討・構築することが課題となる。

＜キーワード＞

健康危機管理、自治体、危機管理体制、感染症、新型インフルエンザ等対策特別措置法

はじめに

日本の行政組織において、危機管理の対象は主

に自然災害であり健康危機管理は、従来は国では

厚生労働省、自治体では保健衛生部局において実

施されてきた。

近年、自治体の危機管理に関しては、自然災害・

異常気象の頻発・大規模化のほか、テロや感染症

など新たな危機事案の発生を踏まえて、総合的な

危機管理体制を強化することが課題とされている。

2009 年に発生した新型インフルエンザH1N1 では、

保健衛生部局で行う感染症対策の他、学校休業や
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観光業等への配慮など、社会経済状況を踏まえた対

応が求められ、国及び自治体ともに混乱した点が指

摘された。その要因の一つとして、自治体における

危機管理が自然災害中心であり、感染症等の健康危

機を想定したものとなっていない点が示唆された。

本稿では、健康危機管理のうち、新型インフル

エンザのような大規模な感染症を対象として、自治

体（都道府県、指定都市、中核市、保健所政令市）

の健康危機管理体制の現状を把握したうえで、課題

を考察することを目的とする。特に、危機管理部局

が健康危機においても十分に機能しているか、関係

部局間の連携が図れているか、という点に着目し、

実態を把握するとともに考察した。
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本稿では、「健康危機管理」について、「厚生労

働省健康危機管理対策基本指針」を参考に「医薬品、

食品、感染症、飲料水に起因した国民の生命、健康

の安全を脅かす事態に対して行われる健康被害の発

生予防、初期対応、拡大防止等に関する業務一般」

と定義する 1。

また「感染症対策」は、感染症の予防及び感染

症の患者に対する医療に関する法律（以下、「感染

症法」）第６条において定義される感染症 2 に対し

て行われる業務とし、これを「健康危機管理」に含

まれる下位概念とする。

なお、地域保健法（第 5 条）において、保健所

を設置することが義務付けられている都道府県、指

定都市、中核市、保健所政令市、特別区を包括して

示す場合は「都道府県等」という。このうち、保健

所が設置された市（指定都市、中核市、保健所政令

市）を示す場合は「政令市等」という 3。

1．問題の背景と目的

本章では、日本における健康危機管理の経緯及

び危機管理行政と保健衛生行政の両面から先行研究

を整理するとともに、本稿の問題意識を示す。

1.1　健康危機管理対策の経緯

日本において 1940 ～ 50 年代は結核などの感染

症、1960 ～ 70 年代は公害問題、1980 年代は血液製

剤等の薬害問題化などが、健康危機上の課題とされ

てきた。これらの対応は、従来は厚生労働省の各部

局において、保健衛生行政として実施されてきた。

1990 年代に入り、阪神・淡路大震災（1995 年）、地

下鉄サリン事件（1995 年）など、従来にない大規

模又は新たな危機の発生に伴い、1998 年 4 月内閣

官房に危機管理監が設置され、重大な緊急事態への

対処及び発生防止を所管することとなった（内閣法

第 15 条）4。

一方、厚生省（当時）では、薬害エイズ問題を

機に、健康危機管理の重要性が指摘され、1997 年

大臣官房厚生科学課に健康危機管理対策室（現健康

危機管理災害対策室）が設置され、「厚生省健康危

機管理対策基本指針」が発出された 5。従来は、医

薬品、食品に起因する事案（医薬食品局）、感染症、

水に起因する事案（健康局）等、部局ごとに対応し

ていたものを、部局横断的に大臣官房で一元的に調

整する方針とされたものである。厚生省（当時）で

はその他「感染症健康危機管理実施要領」等を発出

し、健康危機管理に対する国の基本方針を示すとと

もに、自治体に対する健康危機管理体制の確保を求

める法令等の改正が行われた。

1.2　先行研究及び研究の目的

自治体では、2000 年 4 月の地方分権の推進を図

るための関係法律の整備等に関する法律（以下、「地

方分権一括法」）の施行に伴い、自治体行政を自主

的かつ総合的に実施するよう変革が求められた。総

務省に設置された研究会（分権型社会に対応した地

方行政組織運営の刷新に関する研究会）が発表した

「分権型社会における自治体経営の刷新戦略（2005

年）」においても、自治体の自主的、総合的な行政

運営のためには、「首長のリーダーシップとそれを

支えるトップマネジメントサポート機能の強化が重

要」である点が指摘されている 6。山之内ら（2008）

は、先進的な自治体において首長のトップマネジメ

ントをサポートするために民間企業の組織管理手法

の一部を取り入れるなど、様々な取り組みがされて

いる点を明らかにするとともに、これらの取り組み

が恒常的になるよう、条例等により制度的な位置づ

けを明確にすべきであると論じている。

自治体における危機管理体制については、近年

の自然災害等の頻発・大規模化を踏まえて、総務省

消防庁（2008、2009）において、自治体の危機管理

体制の整備について総合的に検討された。同検討会

では、自治体の危機管理対応のために危機管理専門

部局の設置や危機管理幹部の権限の付与が重要であ

る点が言及されている 7。さらに、自治体の現在の

体制として、危機管理担当は総務部局又は生活・環

境部局に属する割合が多いが、危機管理専門部局が

増加している状況も確認されている。中邨ら（2014）

によると、阪神淡路大震災以降、危機管理を担当す

る専門部門を設置する自治体が増えた点、2011 年
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東日本大震災を機にさらに危機管理専門の部門を新

設する動きがみられている点が指摘されている。

これらの先行研究から、現在の自治体の危機管

理は、自治体が直面するあらゆる危機が想定されて

いるものの自然災害対応が中心であり、健康危機発

生時の詳細な検討はなされていない。健康危機管理

に関する自治体内の事務権限に関して、神尾ら

（2005）は社会生活全般に影響を及ぼす特に重大な

権限と考えられる権限が、首長から現場である保健

所に権限移譲されている実態を明らかにし、本庁の

十分な関与が必要である点を指摘している。この実

態からは自治体の行政組織がトップマネジメントの

方向に進んでいるものの、健康危機管理に関しては

保健所という現場に委任されており、トップマネジ

メントが進んでいないことが推察される。

また、2009 年新型インフルエンザH1N1 発生時、

専門の危機管理部局が設置されている自治体におい

ても、保健衛生部局が中心となって対応し、危機対

応の判断を行う首長部局との間に一定の距離があっ

た一部の自治体の例が確認されている（平川、

2012）。

本稿では、「自治体において危機管理部局の設置

等は進められているが、一方で健康危機の際に十分

機能を果たしていないのではないか」という仮説を

設定し、健康危機発生時に自治体の危機管理部局が

部局横断的な対策を行っているか否か、に着目して

調査研究を行った。特に 2009 年新型インフルエン

ザ発生時に危機管理部局がありながら保健部局が中

心となって対応を行った事例では、行政体制の課題

を抽出することを目的とした。

2章では自治体の健康危機管理に関する所掌を明

確にし、現状と課題を整理するため、法令の整理を

行った。特に、危機管理部局と保健衛生部局の役割

や責務を中心に整理した。3章では、自治体の健康

危機管理体制について、都道府県及び政令市等を対

象としたアンケート調査等をもとに、実態を把握し

た。特に危機管理部局が設置されている場合、危機

管理部局が大規模感染症を対象としているか、健康

危機発生時に関係部局間で連携が図れているか、と

いう点に着目して調査・分析を行った。４章では調

査結果を踏まえて自治体の健康危機管理体制につ

いての考察を行った。

2．自治体の健康危機管理に関する法体制

健康危機発生時に行政において実施される対策

は、患者の隔離や入院、学校休業、施設の使用制

限等、一部には人の移動制限などの基本的人権に

抵触する権力的な措置を伴うものもある。このた

め自治体において、その施策の根拠となる法令の

根拠に従って適切に行うことが不可欠となる。

自治体の保健衛生業務全般に関する法律として

は地域保健法があり、その他、健康危機の要因（医

薬品、食品、感染症、飲料水）ごとに、医療法、

食品衛生法、感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律（以下、「感染症法」）、水道

法等の各種の法令が定められている。たとえば、

感染症の場合は感染症法、検疫法および予防接種

法等に基づいて対応される他、全国にかつ急速に

まん延し、国民生活及び国民経済に重大な影響を

及ぼす影響のある新感染症等の場合は「新型イン

フルエンザ等対策特別措置法（以下、「インフル特

措法」）」等の対象となる。

その他、地震等の自然災害時の健康危機に関し

ては、「厚生労働省防災業務計画」に沿った対策を

とる、とされている。その際は、災害対策基本法、

災害救助法、消防法、警察法、自衛隊法等の関係

する法令に基づいた対応が求められる。

本章では特に自治体の保健衛生行政の基本とな

る「地域保健法」、感染症対策の根幹となる「感染

症法」（以上、厚生労働省所管）及びインフル特措

法（内閣官房所管）に着目して、自治体における

健康危機管理業務の概要を整理した。

2.1　保健衛生に関連する法整備

2.1.1 地域保健法に基づく健康危機管理業務

保健衛生行政は、「（国）厚生労働省－（都道府県）

保健衛生部局／都道府県保健所－（市町村）保健

衛生部局／市町村保健所（又は保健センター）」と

いう体系が確立されている。保健所は人口 30 万人
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以上の市に設置することが目安とされ、地域保健法

（第 5条）において、都道府県、指定都市、中核市、

その他政令で定める市及び特別区に設置することが

定められている。

住民に対する保健サービスの窓口である市町村

保健部局と保健所は、二重行政の問題も指摘されて

いる。2000 年 3 月に保健所法を改定して制定され

た地域保健法において、住民に身近で頻度の高い母

子保健サービスなどの主な実施主体が市町村に変更

され、既存の市町村サービスである老人保健サービ

スと併せて、保健サービスを一元的に市町村が提供

する方針が示された。現在は、保健所を組織上の本

庁の部相当の組織として、既存の保健衛生部局と統

合させる動きも報告されている。こうした動きは、

健康危機発生時に保健所の専門職員が対策に専念で

きるよう、意思決定過程をできるだけ短くする目的

がある点も指摘されている（野沢、2010）。

また、地域保健法に基づき「地域保健対策の推

進に関する基本的な指針（1994 年 12 月 1 日厚生省

告知第 374 号）」（以下、「基本指針」）の一部が改正

され、地域における健康危機管理体制の確保が規定

された 8。同指針では、「なお、健康危機管理体制の

中心となる管理責任者としては、地域の保健医療に

精通した保健所長が望ましい。」と記されているよ

うに、健康危機管理など専門的・技術的な事務は保

健所に残された。保健所長は地域保健法施行令（第

4条）において医師（相当）の資格を有しているこ

とが求められており、専門職としての判断すること

が期待されているといえる 9。

さらに同指針において、各地域が健康危機管理

の手引き書を作成することとされており、手引書作

成のために、厚生労働省に設置された「地域におけ

る健康危機管理のあり方検討会」において、「地域

健康危機管理ガイドライン」（2005 年 3 月）が作成

された。同ガイドラインでは、「保健所は地域にお

ける健康危機管理においても中核的役割を果たすべ

きである」ものとして、「健康危機の発生の未然防

止」、「健康危機発生時に備えた準備」、「健康危機へ

の対応」、「健康危機による被害の回復」の役割が付

されている 10。

保健所は全国に 486 か所あり、そのうち都道府

県主体の保健所は 364 か所、１都道府県平均で 7.7

か所設置されている（表１）。一方、指定都市の保

健所は１都市１保健所の例が多く、中核市及びその

他政令市は１市１保健所と定められている。都道府

県には自治体に複数保健所が設置されており、政令

市等の多くは１市１保健所である点は、保健所が健

康危機管理の中心的役割を果たせるか否か、という

点にも関連するものであると考えられる。

2.1.2 感染症法に基づく感染症危機管理対応

　感染症対策は感染症法や検疫法および予防接種法

等に基づき、感染症のまん延防止・予防を目的とし

た業務が行われる。具体的には、「感染症に関する

情報の収集及び公表（第 12 条～第 16 条）」、「健康

診断、就業制限及び入院（第 17 条～第 26 条）」、「消

毒その他の措置（第 27 条～第 36 条）」、「医療（第

37 条～第 44 条）」等の措置を、都道府県知事が行

うこととされている。また、感染症法（第 64 条）

においてこれらの都道府県業務について、保健所が

注１）指定都市（地方自治法第 252 条の 19 第１項に定める 20 市）ごとの保健所数
　　　 札 幌（1）, 仙台（1）, 新潟（1）, さいたま（1）, 千葉（1）, 横浜（1）, 川崎（7）, 相模原（1）, 静岡（1）, 名古屋（16）, 浜松（1）, 京都（1）, 大阪（1）, 

神戸（1）, 堺（1）, 岡山（1）, 広島（1）, 福岡（7）, 北九州（1）, 熊本（1）
注２）中核市（地方自治法第２５２条の２２第１項に定める 45 市）１市１保健所 
注３）政令で保健所設置を定める市（地域保健法施行令第１条の３に定める 7市）１市１保健所 
　　　小樽　町田　藤沢　四日市　呉　大牟田　佐世保
（出所）厚生労働省資料等を基に筆者作成

表 1　設置主体別の保健所設置数

設置主体

設置数（カ所） 48623364

特別区 計都道府県

47

注 1）指定都市

41

注 2）中核市

7

注 3）その他政令市
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設置されている政令市等が都道府県と同等の措置

を行うこととされている。これは、都道府県と政

令市等に同等の役割を担うことであり、健康危機

管理の実施主体を考えるうえで、重要な点である。

さらに、都道府県や政令市等は感染症法に基づく

各種措置の権限を、各自治体の委任規則に基づい

て保健所長に委任している例が多いことが明らか

にされている（神尾ら、2006）。先行研究に基づくと、

感染症発生時の具体的な措置の判断には、保健衛

生部局および保健所の役割が大きいことが推察さ

れる。筆者がインタビュー調査を行った自治体に

おける保健所長への委任の実態について、表 2に

示す。感染症発生の患者等の「入院、移送、退院（第

19 条～ 22 条）」など、人の移動制限を伴う権力的

な措置についても、保健所長に委任されているこ

とが確認できる。一方「交通の制限又は遮断」な

どの社会に重大な影響を及ぼす内容については、

委任されていない自治体が多い。

日常的な実務レベルでは、政令市等は都道府県

を通さずに厚生労働省にオンラインで感染症発生

動向情報を提供し、厚生労働省からも都道府県を

通さずに全国の感染症発生動向情報のほか、各種

の通知等が提供される。政令市等の情報が厚生労

働省に直接提供されるため、都道府県に圏内の情

報が集約されない、という問題も指摘される（兵

庫県、2009）。

政令市等の情報を厚生労働省が直接収集するで

きる仕組みは、健康危機管理時に有効であると考

えられるが、同時に都道府県への情報集約を可能

とする仕組みが求められる。

2.2　危機管理に関する法令

感染症対策のうち、全国的かつ急速にまん延し

国民生活及び国民経済に重大な影響を及ぼすおそ

れがある新型インフルエンザ等の感染症が発生し

た場合は、インフル特措法の対象となる。

表 3に示すとおり、インフル特措法では、医師

への医療従事要請・指示（第 31 条）、学校や社会

福祉施設等の施設使用制限要請・指示（第 45 条）

をはじめとして、感染予防のための措置を行う権

限が都道府県知事に付与されている。同法には政

令市等に都道府県と同様の義務を課すことがない

ため、政令市等は都道府県知事の指示に従うこと

となる。

また図 1に示すとおり、感染症法上は厚生労働

省から直接情報を得ていた政令市等も、インフル

特措法の情報は都道府県を介して情報収集するこ

ととなる。感染症法上では、政令市等の情報が都

道府県に集約されないという課題を解決する面も

あるが、緊急時に平時とは異なる情報収集手段が

講じられた場合、混乱を招くことも懸念される。

政令市等はインフル特措法の成立時に、感染症法

表 2　都道府県等から保健所長への事務委任の状況

○……都道府県知事（又は政令市等の長）の権限又は義務が、保健所長に委任されている項目

（出所）各自治体の規則等に基づいて、筆者作成

第１２条第１項：医師の届出
第１５条第１項：積極的疫学調査
第１５条の３ 第１項，第２項：検疫所長との連携
第１７条：健康診断
第１９条～第２２条：入院、移送、退院
第３０条：死体の移動制限等
第３３条：交通の制限又は遮断
第３５条：質問調査等
第４４条の３ 第１項，第２項：感染を防止するための協力

○
○
○
○
○
○

○

○

○
○
○

○

○
○
○
○
○

○

○
○
○
○
○
○
○
○

○

○
○
○

○
○

東
京
都
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大
阪
府
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庫
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横
浜
市

神
戸
市



140 自治体における大規模感染症に対する健康危機管理体制の現状と課題

と同様に政令市等に都道府県と同等の権限を付与

することが必要である点を主張したが対応されな

かった、とされる 11,12。図１に示すような、感染症

とインフル特措法の情報共有方法の差異は、今後、

情報共有や連携の手段を検討する必要があると考

えられる。

また表 3に示すとおり、発生時に設置される対

策本部の本部員については災害対策基本法等の他

の危機管理法令に準じ、都道府県では警察本部長、

市町村では消防長が指定されている。厚生労働省

において作成された地域健康危機ガイドラインで

は「健康危機管理の中核的役割を果たす」とされ

 1  
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

  
 

 

 
 

 

 
 

 
 

図 1　感染症情報等の流れ

（出所）厚生労働省、内閣官房の資料等を基に筆者作成

表 3　新型インフルエンザ等発生時の対策本部の体制：インフル特措法の規定

（出所）新型インフルエンザ等対策特別措置法を参考に筆者作成。

都道府県対策本部

都道府県 市町村

設置義務

本部長

本部員

責務（一部）

政府対策本部が設置されたときは、設置しなけれ
ばならない（第 22 条）

都道府県知事（第 23 条）

・副知事 
・都道府県教育委員会の教育長 
・警視総監又は道府県警察本部長
・特別区の消防長 
・その他、都道府県知事が当該都道府県の職員
　のうちから任命する者（第 23 条）

・特定接種の実施への協力（第 28 条）
・医師等への医療従事の要請・指示等（第 31 条）
・学校、社会福祉施設等の施設使用制限等の要請・
　指示（第 45 条）
・予防接種の実施への協力（第 46 条）
・病院や、医薬品販売業者等である指定（地方）
　公共機関における診療、薬品等の販売（第 47 条）
・臨時の医療施設の開設、土地等の使用（第 48 条、
　49 条）
・特定物資の売渡しの要請・収用（第 55 条）

市町村対策本部

新型インフルエンザ等緊急事態宣言がさ
れたときは、設置しなければならない
（第 34 条）

市町村長（第 35 条）

・副市町村長 
・市町村教育委員会の教育長
・消防長又は消防吏員（又は消防団長） 
・その他、市町村長が当該市町村の職員
　のうちから任命する者（第 35 条）

・特定接種の実施への協力（第 28 条）
・住民に対する予防接種（第 46 条）

発生時に設置される
対策本部
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ている保健所は、法令は対策本部員として位置づ

けられていない。保健所が本庁の保健衛生部局の

一部として位置づけられている場合には、対策本

部の政策決定に関与できるが、それ以外の保健所

では、首長が保健所を対策本部員として任命しな

ければ、対策の政策決定に直接関与することが難

しい状況にあることが推察できる。

2. 3　自治体の健康危機管理に関する法体制の現状

と課題

自治体における健康危機管理は、厚生労働省が

所管する地域保健法や感染症法においては、現場

レベルで保健所や保健衛生部局が中心となって実

施する旨が定められている。保健所長は医師の資

格（相当）を持つものが充てられることとなって

おり、専門家としての役割も期待されていること

が推察される。

一方、大規模感染症発生時に稼働するインフル

特措法では、都道府県と市町村の役割が明確に定

められ、政令市等も他の市町村と同様、都道府県

知事の方針に従って公衆衛生対策を行う必要があ

る。

健康危機管理に関しては、平時の現場レベルで

の対応と緊急時の自治体の役割、特に政令市の役

割が異なり、情報共有体制の一部も変更される。

このため、平時から緊急時に移行する際の切れ目

のない対応のためには、平時から緊急時の体制を

十分検討する必要がある。

3．自治体の健康危機管理体制の実態

健康危機発生時には、発生状況に応じて行政に

よる患者の隔離や入院、学校休業、施設使用制限

等の措置が講じられることとなる。感染症対策の

ために行われる社会的措置は、迅速に行うことで

感染拡大を防ぐ効果が期待されているため、行政

の初動における情報収集や初動体制が重要となる。

本章では、文献調査の他、筆者が都道府県等（都

道府県及び政令市等）を対象に実施した「自治体

の健康危機管理体制に関するアンケート調査（以

下「筆者アンケート」13）」、及びヒアリング調査に

基づき、自治体における健康危機管理体制につい

て整理した。さらに、新型インフルエンザ等発生

時の体制（対策本部）等に着目し、都道府県等の

健康危機管理体制の類型化を試みた。

3. 1　健康危機発生時の危機管理組織と保健衛生部

局の関係

感染症等の患者情報は医師から都道府県（市）

の保健所・保健衛生部局に連絡され、厚生労働省

に集約されることとなる。健康危機発生時に、危

機管理部局が中心となって対策本部を設置した場

合でも、医師からの患者情報は保健所に集約され

る。

このため、健康危機発生時に意思決定や判断を

行う危機管理部局と保健衛生部局の連携が非常に

重要なものとなる。本項では、分野横断的な危機

対応を行う危機管理部局と事業部門である保健衛

生部局の関係について実態を明らかにした。

3.1.1 自治体の危機管理組織の類型と感染症対応

各自治体の危機管理組織の位置づけ及び危機管

理組織が感染症を所掌するか否かについて、行政

組織規則に基づき調査・分析を試みた。自治体の

危機管理組織の組織上の位置づけとしては、①首

長直轄（知事公室・市長公室）に所属する例（3県

2 市）、②危機管理部局が独立している例（21 府県

27 市）、③総務部に所属する例（16 都道県 34 市）、

④生活環境部局等に所属する例（7府県 6市）の４

つに分類される。

都道府県では独立した危機管理部局が設置され

ている例が最も多く、政令市等では総務部の一部

に位置づけられている例が多い。総務省（2008）

の調査時点では総務部局に所属する都道府県が最

も多いことが確認されていたが、危機管理部局が

独立している例が増加している傾向がわかる。ま

た、筆者アンケートの回答のあった自治体のうち、

部長・次長以上の危機管理幹部（危機管理監等）

を設置している自治体は 79%（都道府県 82%、政

令市等 77%）であり、多数の自治体が危機管理幹
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部を設置している実態が把握できた。総務省（2008）

の検討会等において示されている「総合的・組織

横断的な危機管理体制のためには、独立した危機

管理部局を設置し、危機管理幹部を設置すべきで

ある」という方針に従って、自治体の体制が整備

されている状況が確認できる。

以下に、これらの危機管理部局において、大規

模感染症の対応が行われているか、という視点か

ら分析する。筆者アンケートに回答のあった自治

体を対象に、危機管理幹部の所掌事項に大規模感

染症が含まれるか否か、自治体を危機管理部局の

類型ごとに表 4に示した。

都道府県 政令市等

①　首長直轄（知事公室・
市長公室等）
3県１市

富山県、熊本県、沖縄県

※ 3 県のうち 2 県（67%）が感染
症を所掌

岡崎市

※感染症を所掌していない

②　危機管理部局が独立
（危機管理部、防災部
等）
16 府県 14 市

福島県、埼玉県、千葉県、岐
阜県、静岡県、愛知県、滋賀県、
大阪府、兵庫県、島根県、岡
山県、広島県、徳島県、香川県、
高知県、長崎県

※ 16 府県のうち 9府県（56%）が
感染症を所掌

札幌市、仙台市、新潟市、相模原市、
大阪市、広島市、福岡市、北九州市、
旭川市、東大阪市、西宮市、高知市、
四日市市、佐世保市

※ 14 市のうち 10 市（71%）が感染症
を所掌

 ③　危機管理課室が 
総務部（局）に所属 
11 道県 25 市

北海道、青森県、岩手県、秋
田県、群馬県、石川県、山梨県、
和歌山県、鳥取県、山口県、
佐賀県

※ 11 道県のうち 3 県（27%）が
感染症を所掌

千葉市、横浜市、川崎市、静岡市、
熊本市、函館市、青森市、秋田市、
いわき市、宇都宮市、前橋市、川越
市、柏市、長野市、豊田市、大津市、
高槻市、尼崎市、奈良市、倉敷市、
高松市、松山市、高知市、大分市、
宮崎市

※ 25 市のうち 11 市（44%）が感染症を
所掌

④　 その他（危機管理課
室がその他部局（生
活環境部、市民部等）
に所属（3県 5市）

山形県、福井県、大分県

※ 3 府県のうち 1 県（33%）が感
染症を所掌

鹿児島市、八王子市、町田市、富山
市、久留米市

※感染症を所掌していない

計
33 都道府県のうち 15 件（45%）
が感染症を所掌

45 市のうち 21 件（47%）が感染症を
所掌

表 4　都道府県・政令市等の危機管理体制の類型化（2015 年 4月現在）

※筆者アンケートに回答のあった自治体に限定（下線部は危機管理幹部が大規模感染症を所管している自治体）

（出所）筆者アンケート調査、等を元に筆者作成 1

危機管理部局（課室）の位置づけ
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表 4 に示すとおり、回答のあった 33 道府県のう

ち 15 府県（45%）、45 市のうち 21 市（47%）にお

いて、危機管理幹部が感染症を所掌しているとい

う結果であり、半数程度の自治体では危機管理部

局で感染症を所掌している実態が把握できた。逆

にいうと、半数の危機管理部局では感染症を所掌

していないこともわかる。表 4で類型化した危機

管理部局（課室）の位置づけ別にみると、「②危機

管理部局が独立」という類型で、16 府県中の 9府

県（56%）、14 市中の 10 市（71%）が感染症を所掌

しており、組織横断的な体制にあることが推察で

きる。

また、危機管理幹部の所掌に大規模感染症が含

まれる場合でも、感染症は事業担当部局が中心に

なる例があることも確認された。以下に神戸市及

び大阪府の体制を示す。

神戸市では、2002 年から独立した危機管理組織

（危機管理室）が設置されかつ危機管理専門幹部（危

機管理監：局長級）が配置されていた。健康危機

管理対応としては、新型インフルエンザが海外で

発生した際、危機管理室長が保健福祉局と協議し、

「神戸市健康危機管理対策会議」を設置するなど、

連携して対応する体制が整備されていた。しかし

危機管理室には専任職員が少数であり、関係各局

の危機管理担当者が併任という形で任命されてい

るという組織上脆弱な点もあり、保健衛生部局が

中心になって対応を行ったとされる 14。

大阪府では、自然災害以外の危機事象を想定し

た危機管理を実施すべきであるという判断から、

2002 年 4 月に総務部防災室内に危機管理課が新設

された。その後、2003 年 SARS 発生を受けて防災

室を危機管理室に変更し、危機管理全般に対応す

る体制となり、2005 年 4 月に危機管理監が配置さ

れた。ただし、危機管理室は防災部局・消防部局

の上部組織であり、新型インフルエンザ発生時の

「対策本部の庶務は健康医療部保健医療室地域保健

感染症課が行う」、など健康医療部が対策の中心的

役割を担う体制であったとされる 15。

自治体において危機管理部局の設置が進められ

ている傾向は、先行研究（総務省、2008）から進

行している状況が確認されたが、危機管理部局の

設置によって大規模感染症が庁内組織横断的な対

応とされるか否かには関連性が少ないことも示唆

された。また事例調査からは、危機管理部局や危

機管理幹部の設置のみでは、健康危機管理に対し

て十分とはいえない実態が確認された。

3. 1.2 健康危機発生時の危機管理部局と保健衛生

部局の役割分担

自然災害と大規模感染症が発生した場合の行政

体制について筆者アンケートの内容を分析すると、

自然災害では危機管理部局が発生当初から一義的

に対応する自治体が大多数であるが、新型インフ

ルエンザ等の大規模感染症の場合は事業担当部局

が一義的に対応し、必要に応じて危機管理部局が

対応するという傾向が確認できた。

具体的には、危機事案発生時に「発生当初から

一義的に危機管理部局が対応する」自治体が自然

災害では 84%、大規模感染症では 10% である。大

規模感染症の場合「事業担当部局が一義的に対応

し、必要に応じて危機管理部局が対応する」とい

う自治体が 65%（都道府県 61%、政令市等 68%）、

と最も多く、「事業担当部局が第一義的に対応する」

という自治体が 23%（都道府県 27%、政令市等

21%）で続いている。

現場の実態として、危機管理幹部が警察又は消

防部門の出身者である場合、自然災害等は対応す

るものの健康危機管理に関しては事業担当部局が

一義的に対応する例があることも示唆される。た

とえば、前述した神戸市では、危機管理幹部（危

機管理監）は前消防局長が就任しており、主に自

然災害を想定した体制であったことが推察される 16。

また、大阪府についても危機管理室の所掌業務に

は大規模感染症も含まれているが、2009 年の新型

インフルエンザ H1N1 発生時には、保健衛生部局

で対応したとされる。しかし、保健衛生部局は平

時の業務を継続しながら危機対応が求められるた

めに、長期の危機管理対応に無理が生じた点や、

学校休業や施設への自粛要請などは庁内の他部局
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に関連する政策であり、保健衛生部局のみでは他

部局を動かすことが難しかった点などが指摘され

た 17。

一方、「事業担当部局が第一義的に対応し、必要

に応じて危機管理担当部局が対応する」という対

応として、技術的な判断は事業担当部局、事務局

運営等の事務的な部分は危機管理部局が実施した、

という役割分担ができた例もある。八王子市では、

2009 年の新型インフルエンザ発生当時、保健所で

新型インフルエンザ等対策本部の事務局を担当す

る予定であったが、実際には危機管理を所掌する

防災課が事務局を担当した 18。

東京都では知事を本部長とする全庁的な「感染

症緊急事態対策本部」の他、福祉保健局新型イン

フルエンザ対策本部が設置される。技術的な対応

は福祉保健局が中心に対応し、記者発表は感染症

対策本部と福祉保健局が連携して対応する。全庁

的な「感染症緊急事態対策本部」には、東京都の

各局長の他、陸上自衛隊、区市町村、指定公共機関、

指定地方公共機関等も参画した 19。技術的な判断に

ついては、保健衛生部局に医療職をはじめとした

専門家が検討することが必要であるが、メディア

対応や対策本部事務局等、技術的な判断以外の部

分については自然災害等の対策本部事務局運営と

共通する部分も多いため、役割分担することで事

業担当部局の負担を軽減することも可能となると

いえる。

自治体の組織の実態として、警察・消防などの

危機管理部局は 24 時間体制の交代制勤務形態で緊

急時に備えられているが、保健衛生部局は本来業

務を継続しつつ緊急時対応することが求められ、

大規模感染症のような長期的な危機への対応は体

制的に問題がある。保健衛生部局は技術的な判断

に特化し、部局横断的な対応や判断は危機管理部

局が行う体制を構築することが必要であると考え

られる。

3.2　健康危機発生時の関連部局間の連携

大規模な危機発生時には、対応が求められる関

係機関が多数にのぼるため、平時から関連する機

関の情報共有や連携が求められる。本項では、危

機管理部局と保健衛生部局の連携や、患者搬送時

の保健衛生部局と消防機関の連携について整理し

た。

3.2.1　危機発生時の危機管理部局と保健所の連携

危機発生時に設置される対策本部は、危機に対

する政策判断を行う重要な組織である。前述した

とおり、新型インフルエンザ等発生時にインフル

特措法において設置される都道府県（市町村）対

策本部では、知事（市長）が本部長となり、都道

府県（市町村）教育委員会の教育長、警察本部長、

消防庁等が本部員になることが定められている。

また、全部局の長が対策本部に参画することも大

部分の自治体で定められており、自治体の本庁の

保健衛生部局は対策本部に参画している。

対策本部に保健衛生部局や保健所がいかに参画・

連携するか、という点は自治体の健康危機に対す

る方針が推察できると考えられる。総務省（2008）

では、自治体の危機管理部局と消防・警察・自衛

隊などの関係機関が、平時から人事交流するなど

の連携を図るべきであるとしている。健康危機管

理においては、消防・警察・自衛隊に加えて、危

機管理部局と保健所との連携や、保健所と消防機

関との連携も必要となると考えられる。

本項では、現場レベルで健康危機管理の中心と

なる「保健所関係者」に着目して、保健所関係者

が対策本部員として対策本部に参画するか、調査・

分析を試みた。保健所長は医師又は医師と同等以

上の医療・公衆衛生の知識を有している専門家で

あり、保健所関係者が対策本部に参画する自治体

は専門的な知見を政策判断に活用する体制が確立

していることも推察できる。

筆者アンケートでは、危機管理幹部の所掌に大

規模感染症が参画する自治体は 71%（都道府県

72%、政令市等 71%）で、都道府県、政令市等とも

に多数の自治体で危機管理幹部が本部員となる。

一方、対策本部に保健所が参画する自治体は 46％

（都道府県約 10%、政令市等 73%）である（表 5）。

表 5 に示すとおり、都道府県と政令市等の保健所
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の参画の差は、１都市１保健所の体制である保健

所と、１都道府県複数保健所の体制である都道府

県では、保健所の自治体における位置づけが異な

ることも推察される。都道府県型保健所と、市型

保健所の求められる機能に相違があることにも起

因すると考えられる 20。

危機管理幹部の所掌に大規模感染症が含まれる

自治体は、庁内の組織横断的な役割が重視されて

いると推察することができる。危機管理幹部の所

掌に大規模感染症が含まれることで、保健所が対

策本部に参画する方向に進み、危機管理部局と保

健衛生部局が連携し対策本部に保健所が参画する

のではないか、という仮説は、本調査では検証で

きなかった。しかし、保健所が専門的な知見の部

分を担うことを想定すると、危機管理部局の政策

判断に専門的な知見からの判断からの関与をする

ことが重要であると考えられる。

危機管理部局には大規模な健康危機（感染症や

食中毒等）について知見を有する人材は、不足し

ているため、危機管理部局と保健衛生部局のより

積極的な連携が重要となってくることが推察され

る。

3. 2.2 感染症患者の搬送時の保健衛生部局と消防

機関の連携

　感染症患者発生時の初期対応として、患者の搬

送の実施主体や体制が大きな課題である。感染症

患者および疑似症患者の搬送は、感染症法上（第

21 条）は都道府県等の役割であり、保健所や都道

府県等の衛生主管部局が体制を確保することとな

っている。

2012 年に発生したエボラ出血熱や中東呼吸器症

候群（MERS）の国内発生時の対応として、厚生労

働省は、健康局結核感染症課長発信の通知で「保

健所又は都道府県・保健所設置市衛生主管部（局）

は常時、エボラ出血熱患者等の移送を行うことが

できる基本的な体制を確保する必要がある。」と説

明している 21。ただし、保健所等は搬送体制が十分

でない自治体も多いことから、総務省消防長に対

して協力要請を行い、各自治体で消防機関との事

（出所）筆者アンケート調査等を元に筆者作成。

表 5　危機管理幹部の所掌と保健所の新型インフルエンザ等対策本部への参画

北海道、青森県、岩手県、秋田県、福島県、埼玉県、
千葉県、富山県、石川県、福井県、山梨県、愛知県、
兵庫県、和歌山県、島根県、広島県、香川県、高知
県、大分県

山形県、群馬県、岐阜県、静岡県、滋賀
県、大阪府、岡山県、山口県、佐賀県、
熊本県、沖縄県

保健所が対策本部
に参画しない

札幌市、千葉市、横浜市、川崎市、函館市、青森市、
いわき市、前橋市、柏市、富山市、岡崎市、倉敷市、
高知市、久留米市、宮崎市、鹿児島市、八王子市、
佐世保市

新潟市、相模原市、大阪市、広島市、秋
田市、宇都宮市、長野市、豊田市、高槻
市、東大阪市、西宮市、奈良市、高松市、
松山市

保健所が対策本部
に参画する

保健所が対策本部
に参画する

徳島県

＜都道府県＞

＜政令市＞

危機管理幹部の所掌に「感染症」が含ま
れる

鳥取県、長崎県

保健所が対策本部
に参画しない

仙台市、静岡市、福岡市、北九州市、熊
本市、川越市、四日市市

旭川市、大津市、尼崎市、大分市、町田市

危機管理幹部の所掌に「感染症」が含まれない

危機管理幹部の所掌に「感染症」が含ま
れる

危機管理幹部の所掌に「感染症」が含まれない
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前の協定の締結等を行う旨の技術的な助言を行っ

ている。

各自治体では、この通知を受けて各々で消防機

関に協力要請しており、44%（都道府県 33%、政令

市等 52%）が「消防機関と協力のうえ、必要に応

じて救急搬送の協力を仰ぐ」と回答している（筆

者アンケート）。

消防機関は市町村が所管しているため、都道府

県が消防機関に協力要請し、事前協定等を締結す

るのは難しい場合があることも想定されるが、33%

の都道府県においてすでに消防機関との連携が行

われていることが確認された。感染症患者の搬送

に関して消防機関と連携ができている自治体につ

いて、危機管理幹部の設置状況や所掌に「大規模

感染症」が含まれるか否かについての関連はみら

れず、現場レベルで必要に応じて対応している実

態が示唆される。

3.2.3 平時における部局間の情報共有

自治体の危機管理体制において平時からの他の

関係部局との連携が重要である点は、先行研究に

おいても指摘されている。特に消防・警察・自衛

隊との連携については、平時からの人事交流等の

例が確認されている（総務省 ､2008）。本項では

2013 年に施行されたインフル特措法に基づき、都

道府県等に作成することが求められた行動計画策

定時等に着目し、関係部署間の連携の実態を把握

した。

新型インフルエンザ等対策は、感染症対策のみ

でなく、学校休業や施設使用制限等の社会的な対

応が必要となるため、政府内でも横断的な対応を

行う内閣官房が法律を所管している。インフル特

措法（第 7 条、第 8 条）において、都道府県及び

市町村は「都道府県（市町村）新型インフルエン

ザ等対策行動計画」を策定することが義務付けら

れている。自治体への筆者アンケートによると、

83% の自治体では保健衛生部局が行動計画を策定

しており、危機管理部局が 8%、保健衛生部局と危

機管理部局が共同で作成しているのは 8%にとどま

る。基本的には事業担当部局である保健衛生部局

が中心となって対応している実態が確認できた。

行動計画策定時に実施した他部署との情報交換・

調整等としては、医療関係者や保健所関係者は大

多数の自治体で情報交換を行っている（医療関係

者 94%、保健所関係者 91%）。また、搬送等の際に

協力する必要のある消防機関とは 71%の自治体が

事前に情報交換している 22。その他、危機管理幹部

の所掌事項に大規模感染症が含まれる都道府県の

場合、対策部局と警察・消防関係者との日常的な

情報交換の機会が多いことも確認された 23。

3.3　実態調査を踏まえた考察

調査・分析の結果、自治体において危機管理専

門部局の設置は進んでいるが、危機管理専門部局

の所掌に感染症が含まれていない自治体の存在も

確認できた。また、自然災害発生時は発生当初か

ら危機管理部局が対応される一方、感染症発生時

は保健衛生部局が一義的に対応する例が多いこと

も確認された。具体的には、都道府県等の 8 割以

上で危機管理専門部局・危機管理幹部を設置して

いるが、そのうち感染症を所掌している割合は 5

割程度であり、健康危機発生時には一義的には保

健衛生部局が対応するという自治体が約 9割を占

める。これらの結果から、自治体において健康危

機管理対応は危機管理対応と異なる体制にあるこ

とが確認できた。

事例調査を行った自治体のうち、神戸市、大阪

府については、危機管理専門部局及び部局長級の

危機管理専門幹部を設置し、危機管理の面では先

進的な自治体であるが、2009 年の新型インフルエ

ンザ発生時には、いずれも保健衛生部局が中心と

なって対応している。その要因として、危機管理

部局の職員や幹部の専門性が、自然災害・消防関

連に偏りがある点が推察された。健康危機管理の

行政対応を進めるためには、行政体制のみではな

く、幹部を含めた専門人材の育成や、部署間の連

携等も重要であることが示唆される。

また、危機管理の政策判断を行う重要な組織で

ある都道府県（市）対策本部に保健衛生の現場で

ある保健所関係者が含まれない例も確認され、保
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健衛生の行政担当者と危機管理部局の連携が十分

行われていない可能性も推察された。一方で、感

染症患者搬送時の消防機関と保健衛生部局の連携

は比較的進められている。

4．自治体の健康危機管理体制に関する考察

自治体の危機管理体制については、先行研究に

おいて危機管理部局の設置や危機管理幹部の権限

の付与が重要である点が言及されており、阪神淡

路大震災や東日本大震災を機に体制が整備されて

いることも確認されている。一方、健康危機対応

に関しては、2009 年の新型インフルエンザ発生時

に、危機管理専門部局及び危機管理幹部が設置さ

れている自治体においても、保健部局での対応が

余儀なくされた事例が確認されている。

　本研究を通じて、先行研究で示されたとおり、

自治体の危機管理部局の設置の動きが確認された

一方で、健康危機管理については危機管理部局の

所掌外とされ、保健衛生部局で一義的に対応して

いる例が多いことも確認できた。

　一方で、関係する行政機関（周辺市町村や都道

府県）や医療関係者、学識経験者とは日常的に情

報交換を行っていることも確認され、事業担当部

局のみではなく自治体が組織全体として健康危機

管理に取り組む機運があることが推察される。ま

た、危機事案発生時の重要な意思決定組織である

都道府県（市）対策本部において、保健所関係者

が本部員となる自治体が多い実態も確認され、危

機管理部局と保健衛生部局の連携が確認された。

さらに、近年、世界的に感染拡大したエボラ出

血熱やMERS 等の感染症対応の際に、法的には保

健所が実施することを義務付けられている患者の

移送について、一定割合の自治体で消防機関と協

力して移送を行うこととなっていることも確認さ

れた。

本研究から、自治体における健康危機管理は、

現時点では、事業担当部局である保健衛生部局が

中心に対応されているが、部局間の連携体制が整

備されつつある状況であるといえる。組織体制が

整備されているにも関わらず、保健衛生部局が健

康危機管理の中心になっている例も確認される現

状を踏まえると、体制面でなく危機管理部局に配

置される専門人材の育成等の課題があることが推

察できる。

健康危機管理の中心となっている保健所では、

医師又は同等の医療・公衆衛生の知見を有する者

が担当することが求められており、危機管理部局

又は危機管理幹部が一元的に判断をすることが困

難となることも推察される。このため、健康危機

管理事案に関しては、今後、危機管理部局の関与

を深め、部局横断的な危機管理体制と同時に、対

策検討の際には保健衛生部局・保健所等の専門的

な知見を活かす体制を構築することが求められる

のではないか。

健康危機発生時に、保健衛生に関する専門的な

知見を理解して適切な措置を講ずるためには、一

定の公衆衛生的な知見が必要になる。そのために

は、平時からの危機管理部局と保健衛生部局間の

情報共有等の他、研修や訓練等の教育の場が必要

になると考えられる。

今後、具体例を分析しながら、健康危機の特性

を踏まえた、自治体における分野横断的な健康危

機管理体制のあり方等を検討することが課題とな

る。
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□添付資料　
（アンケート調査票）健康危機管理体制に関するアンケート調査票
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〈注〉
１　 「厚生労働省健康危機管理対策基本指針」においては、
「医薬品、食中毒、感染症、飲料水その他何らかの原
因により生じる国民の生命、健康の安全を脅かす事
態に対して行われる健康被害の発生予防、拡大防止、
治療等に関する業務であって、厚生労働省の所管に
属するもの」と定義されているが、本稿では、厚生
労働省所管の業務に限定しない。

２　 感染症法（第 6条）では、感染症を、病原性等に応
じて、一類感染症（エボラ出血熱、ペスト等）、二類
感染症（結核、SARS、MERS 等）、三類感染症（コ
レラ、細菌性赤痢、腸管出血性大腸菌感染症等）、四
類感染症（A型肝炎、狂犬病、鳥インフルエンザ（特
定鳥インフルエンザを除く）、マラリア等）、五類感
染症（インフルエンザ（鳥インフルエンザ及び新型
インフルエンザ等感染症を除く）、麻しん等）新型イ
ンフルエンザ等感染症、指定感染症及び新感染症、
に区分し、類型ごとに実施できる対応を定めている。

３　 「保健所政令市」又は「保健所設置市」と称する場合
もあるが、本稿では、指定都市、中核市、保健所政
令市を包括して「政令市等」という。

４　 内閣法（第 15 条）において、次のように定義されて
いる。（内閣官房に、内閣危機管理監１人を置く。
２. 内閣危機管理監は、内閣官房長官及び内閣官房副
長官を助け、命を受けて第 12 条第２項第１号から第
６号までに掲げる事務のうち危機管理（国民の生命、
身体又は財産に重大な被害が生じ、又は生じるおそ
れがある緊急の事態への対処及び当該事態の発生の
防止をいう。第 17 条第２項第１号において同じ。）
に関するもの（国の防衛に関するものを除く。）を統
理する。）

５　 厚生労働省大臣官房厚生科学課健康危機管理災害対
策室，「国における健康危機管理の取組」，（2014 年 3
月 19 日 川崎市健康危機管理対策研修会資料）。「厚
生労働省健康危機管理対策基本指針」は薬害エイズ
問題を機に、厚生労働省大臣官房に設置された「医
薬品による健康被害の再発防止対策プロジェクトチ
ーム」が発表した報告書（1996 年 7 月）の提言によ
り策定された。同報告書では、厚生科学審議会（仮称）
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の創設や医薬品、食中毒、感染症及び飲料水等の関
係部局と大臣官房から構成される「厚生省健康危機
管理調整会議」を設置することが定められ、大臣官
房厚生科学課に健康危機管理対策室が設置されるこ
ととなった。

６　 「分権型社会における自治体経営の刷新戦略」分権型
社会に対応した地方行政組織運営の刷新に関する研
究会（座長：岩崎美紀子筑波大学大学院人文社会科
学研究科教授、事務局：総務省自治行政局行政体制
整備室）等において提言されている。

７　 これらの提言では、阪神・淡路大震災や中越地震等
を経験した自治体において、危機管理専門部局の設
置や危機管理監の設置等が行われている事例を根拠
としている。

８　 「地方における地域保健対策の推進に関する基本的な
指針」（第一　地域保健対策の推進の基本的な方向、
七 . 地域における健康危機管理体制の確保）地域にお
いて発生した健康危機に対して、迅速かつ適切な危
機管理を行うために、地域における健康危機管理体
制を確保する必要がある。（後略）

９　 地域保健法第４条において、「保健所の所長は、医師
であつて、次の各号のいずれかに該当する法第五条
第一項 に規定する地方公共団体の長の補助機関であ
る職員でなければならない。 」と定められているが、
要件が厳しすぎるとして、厚労省内で設置された「保
健所長の職務の在り方に関する検討会」等で緩和要
件が検討された。平成 16 年 3 月に同検討会の報告書
が発表されたが、「医師と同等以上の知識を持った者」
という要件が加えられたが、実質的には緩和されて
いない。

10　 「地域における健康危機管理について～地域健康危機
管理ガイドライン～（（平成 13 年３月）」

11　 2012 年 11 月 26 日筆者インタビュー（横浜市保健所
担当者）より

12　 災害対策基本法等の危機管理法令についても、大都
市特例等は考慮されていないことから、危機管理法
令の流れを受けるものであるとも考えられる。

13　 筆者アンケート調査では全国 115 か所の地方自治体
（都道府県 47、政令市 68）に送付し、都道府県 33 件、
政令市 44 件の計 77 件の回答が得られた（回収率 66
％）。

14　 神戸市「神戸市新型インフルエンザ対策実施計画」
（2008 年２月）。現在は海外発生時に市長の判断で「対
策本部員会議を開催できることなど、一部、変更さ
れている。

15　 2012 年 12 月 6 日著者インタビュー（大阪府保健所担
当者）より

16　 神戸市では、歴代は消防局長経験者が退職後に危機
管理監となっていた。そのため、2009 年の新型イン
フルエンザ発生時には対策の内容面の検討は保健福
祉部が主体となって実施した。（2012 年 12 月 6 日著

者インタビュー（神戸市保健所担当者）より）
17　 2012 年 12 月 6 日著者インタビュー（大阪府保健所担
当者）より

18　 2012 年 8 月 11 日筆者インタビュー（八王子市保健所
担当者）より

19　 2012 年 5 月 16 日筆者インタビュー（東京都福祉保健
部担当者）より

20　 県政令市の保健所は都道府県と同様の保健所機能の
他、市町村保健センター機能である対人サービスを
行う例が多い。

21　 厚生労働省健康局結核感染症課長発信通知（都道府
県、各保健所設置市、特別区衛生主管部（局）長宛て）
「エボラ出血熱患者等の移送に係る消防機関の協力に
ついて（健感発 1128 第１号平成 26 年 11 月 28 日）」
において、「国内において、感染症法（平成 10 年法
律第 114 号）に規定する一類感染症患者又は疑似症
を呈する者が発生した場合、都道府県知事、保健所
設置市長及び特別区長は、同法第 21 条の規定により、
特定感染症指定医療機関又は第一種感染症指定医療
機関へ移送することとされており、この事務は保健
所において実施されることとしています。したがっ
て、国内のどの地域でエボラ出血熱患者等（エボラ
出血熱患者又は疑似症を呈する者）が発生した場合
においても、保健所又は都道府県衛生主管部（局）（保
健所設置市衛生主管部（局）を含む。）は、常時、エ
ボラ出血熱患者等の移送を行うことができる基本的
な体制を確保する必要があります。」という記載があ
る。

　 　 　MERS も同様に厚生労働省健康局結核感染症課発
信の事務連絡（平成 27 年６月 12 日）都道府県、各
保健所設置市、特別区衛生主管部局宛て「中東呼吸
器症候群（MERS）の国内発生時の対応に関するＱ
＆Ａについて」において同様の説明がなされている。

22　 筆者アンケートでは回答のあった 77 自治体のうち、
行動計画策定にあたって情報交換した割合は以下の
とおり。医療機関、医師会等の医療関係者（計 94%：
都道府県 94%、政令市 94%）、保健所関係者（計
91%：都道府県 91%、政令市 91%）、学識経験者（計
88%：都道府県 91%、政令市 86%）、関係する行政機
関（計 84%：都道府県 82%、政令市 86%）、消防関係
者（計 71%：都道府県 58%、政令市 82%）、学校関係
者（計 64%：都道府県 64%、政令市 64%）等、警察
関係者（計 38%：都道府県 61%、政令市 21%）、産業
界（計 22%、都道府県 37%、政令市 11%）

23　 危機管理幹部の所掌範囲に感染症が含まれる場合、
警察関係者や消防関係者との「日常的に情報交換し
ている」という回答との相関係数が中程度みられる。
警察関係者（相関係数 0.60）、消防機関（同 0.38）。


